
 

令和６年度第１回龍ケ崎市情報化推進委員会 

 

 

日時：令和６年５月２４日（金） 

１３：３０～ 

場所：庁議室 

 

 

 

１　自治体情報システム標準化について 

 

２　自治体 DX 推進に向けた取り組みについて 

 

　３　その他
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●概要
地方行政のデジタル化を推進するため、令和３年９月１日に「地方
公共団体情報システムの標準化に関する法律」が施行され、全国の
自治体に対し基幹業務２０業務のシステムを、国が示す標準仕様に
適合したシステム（標準準拠システム）へと移行することを義務付
け、併せてガバメントクラウドでの構築を努力義務（ただし補助金
要件）としている。
●目的
標準的な仕様のシステム導入によってコストの低減やIT人材不足の
解消、住民サービスの向上、業務の効率化を実現すること。
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項番 　　業　　務　　名 項番 　　業　　務　　名

1 住民基本台帳 11 介護保険

2 国民年金 12 児童手当

3 選挙人名簿管理 13 児童扶養手当

4 固定資産税 14 子ども子育て支援

5 個人住民税 15 生活保護

6 法人市民税 16 健康管理

7 軽自動車税 17 就学

8 国民健康保険 18 戸籍

9 障がい者福祉 19 戸籍附票

10 後期高齢者医療 20 印鑑登録
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デジタルトランスフォーメーション（DX）

　・・・・デジタル技術を用いた業務改善

　　　　　　　　　　

　

●目的は業務改善

●デジタルは業務改善のための手段であって、　

　目的ではない
1



　少子高齢化にともなう労働人口減少により、将来的に人手不足が懸念されているなか、

最新のデジタル技術の活用によって住民に対するサービスの利便性向上、アナログ業務を
デジタル化することによる業務改善を図らなければ、業務を継続することが出来ないとさ
れているため。

　（１）住民の利便性の向上

　　DX推進によって、住民の利便性向上に期待。時間や手間のかかるアナログな行政手続きのオン

　　ライン化にむけ住民からの申請数が多い業務から着手するなど、住民目線で取り組むことが重要。

　（２）業務効率化

　　デジタル技術やAIの活用で業務効率化に期待。業務プロセスの見直しや効率化により行政サービ

　　ス改善が進み、人口減少による労働力不足を補うと言われている。

　（３）行政サービスの向上

　　業務効率化が進み、限られた労働力を政策的業務等への振り分け。
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